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図 2.2-9(4) 事業実施想定区域（最終案 ※図 2.2-6との重ね合わせ）  

注：図に示す情報の出典は、図 2.2-6と同様

である。 
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図 2.2-9(5) 事業実施想定区域（最終案 ※図 2.2-7との重ね合わせ）  

注：図に示す情報の出典は、図 2.2-7と同様

である。 
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図 2.2-9(6) 事業実施想定区域（最終案 ※図 2.2-8との重ね合わせ）  

注：図に示す情報の出典は、図 2.2-8と同様

である。 
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図 2.2-9(7) 事業実施想定区域（最終案）  
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4. 複数案の設定について 

事業実施想定区域は、現時点で想定する風力発電機の設置範囲及び改変が想定される範囲を包

含するよう広めに設定されており、以降の手続きにおいても環境影響の回避・低減を考慮して事

業実施区域の絞り込みを行う。 

上記のとおり、方法書以降の手続きにおいて事業実施区域を絞り込む予定であり、このような

検討の進め方は「計画段階配慮手続に係る技術ガイド」（環境省計画段階配慮技術手法に関する検

討会、平成 25年）において、「位置・規模の複数案からの絞り込みの過程」であり、「区域を広め

に設定する」タイプの「位置・規模の複数案」の一種とみなすことができるとされている。 

一方で、現段階では、発電所の出力は最大 70,000kW（3,000～6,000kW級の風力発電機を最大 24

基）とし、形状に関しては、普及率が高く発電効率が最も良いとされる 3 枚翼のプロペラ型風力

発電機を想定していることから、「構造に関する複数案」は設定しない。また、本計画段階におい

て詳細な風況や工事・輸送計画については検討中であり、現地調査等を踏まえて具体的な風力発

電機の配置を検討する予定としているため、現段階において「配置に関する複数案」は設定しな

い。 
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2.2.5  第一種事業に係る電気工作物その他の設備に係る事項 

1. 発電機 

本計画段階で設置を想定する風力発電機の概要は表 2.2-1のとおりである。 

また、風力発電機の概略図は図 2.2-10のとおりである。 

 

表 2.2-1 風力発電機の概要 

項  目 諸  元 

定格出力 
（定格運転時の出力） 

3,000～6,000kW 

ブレード枚数 3枚 

ローター直径 

（ブレードの回転直径） 
約 100～160m 

ハブ高さ 

（ブレードの中心の高さ） 
約 80～120m 

風力発電機高さ 
（ブレード回転域の最大高さ） 

最大 200m 

 

 

 
 

図 2.2-10 風力発電機の概略図（3,000～6,000kW級） 

  

ハブ高さ 
約 80～120m 

風力発電機高さ 
最大 200m 

ローター直径 
約 100～160m 
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2. 変電施設 

現在検討中である。 

 

3. 送電線 

現在検討中である。 

 

4. 系統連系地点 

現在検討中である。 

 

 

2.2.6  第一種事業により設置される発電所の設備の配置計画の概要 

1. 発電機の配置計画 

本事業により設置される風力発電機の配置計画は現在検討中であるが、2.2.4 項で設定した事

業実施想定区域内に設置する計画である。 

風力発電機の基数については連系線の容量により決定されることとなるが、本計画段階では総

発電出力は最大 70,000kWを想定しており、この場合の基数は表 2.2-2のとおり最大 24基となる。 

 

表 2.2-2 風力発電機の出力及び基数 

項  目 諸  元 

単機出力 3,000～6,000kW級 

基数 最大 24基 

総発電出力 最大 70,000kW 
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2.2.7  第一種事業に係る工事の実施に係る期間及び工程計画の概要 

1. 工事計画の概要 

(1) 工事内容 

風力発電事業における主な工事の内容を以下に示す。 

・造成・基礎工事等：機材搬入路及びアクセス道路整備、ヤード造成、基礎工事等 

・据付工事：風力発電機据付工事（輸送含む。）  

・電気・計装工事：送電線工事、所内配電線工事、変電所工事、建屋・電気工事、計装工事 

 

(2) 工事期間の概要 

工事期間は以下を予定する。 

建設工事期間：着工より 30か月程度（予定） 

試験運転期間：着手より 4か月程度（予定） 

営業運転開始：着工より 35か月目（予定） 

 

(3) 工事工程の概要 

主要な工事工程の概要は表 2.2-3のとおりである。なお、冬季間は休工とする予定である。 

 
表 2.2-3 主要な工事工程の概要 

項  目 期間及び工程 

1．造成・基礎工事等 

着工より 24か月程度（予定） 
 機材搬入路及びアクセス道路整備 

ヤード造成 

基礎工事等 

2．据付工事 
着手より 6か月程度（予定） 

 風力発電機据付工事（輸送含む。） 

3．電気・計装工事 

着工より 20か月程度（予定） 

 送電線工事 

所内配電線工事 

変電所工事 

建屋・電気工事 

計装工事 

 

(4) 輸送計画 

大型部品（風力発電機等）については、仙台塩釜港より輸送する予定であり、図 2.2-11の事業

実施想定区域に至る既存道路を活用する。なお、今後の検討結果により、詳細を決定する予定であ

る。 
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図 2.2-11 大型部品（風力発電機等）の輸送ルート（案）  
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2.2.8  その他の事項 

1. 事業実施想定区域周囲における他事業 

事業実施想定区域周囲における他事業は、表 2.2-4及び図 2.2-12のとおりである。なお、本事

業と「（仮称）宮城山形北部風力発電事業」は南西方向に約 3.6km、「（仮称）大崎鳥屋山風力発電

事業」は南東方向に約 4.5km離れている。 

 

表 2.2-4 事業実施想定区域周囲における他事業 

事業名 事業者名 発電所出力 備考 

（仮称）宮城山形北部風力発電事業 
株式会社グリーンパワー 

インベストメント 
最大 300,000kW 

環境影響評価手続段階： 

方法書届出済み 

（仮称）大崎鳥屋山風力発電事業 
ジャパン・リニューアブル・ 

エナジー 株式会社 
最大 75,000kW 

環境影響評価手続段階： 

配慮書届出済み 

「環境アセスメント環境基礎情報データベース」（環境省 HP、閲覧：令和 2年 5月）   

「環境影響評価情報支援ネットワーク」（経産省 HP、閲覧：令和 2年 5月） 

「株式会社グリーンパワーインベストメント HP」（閲覧：令和 2年 3月）より作成 
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図 2.2-12 事業実施想定区域周囲における他事業 

「環境アセスメント環境基礎情報データベー

ス」（環境省 HP、閲覧：令和 2年 5月） 

「株式会社グリーンパワーインベストメント

HP」（閲覧：令和 2年 3月）     より作成 



32 

第3章 事業実施想定区域及びその周囲の概況 

事業実施想定区域及びその周囲における自然的状況及び社会的状況（以下「地域特性」という。）

について、入手可能な最新の文献その他の資料により把握した。 

事業実施想定区域及びその周囲における主な地域特性は表 3-1、関係法令等による規制状況のまと

めは表 3-2のとおりである。 

 

表 3-1 事業実施想定区域及びその周囲における主な地域特性 

項目 主な地域特性 

大気環境 

・川渡地域気象観測所における令和元年の年平均気温は 11.1℃、年降水量は

1,478.0mm、年平均風速は 1.4m/s、日照時間は 1,613.3 時間、降雪寒候年合計は

290cm である。 

・事業実施想定区域の最寄りの測定局として、一般環境大気測定局の築館があり、

二酸化窒素、浮遊粒子状物質及び微小粒子状物質は環境基準を達成しているが、

光化学オキシダントは環境基準を達成していない。 

・自動車騒音について、事業実施想定区域及びその周囲において平成 30 年度は一

般国道 108 号で自動車騒音の常時監視が行われており、面的評価の環境基準達

成率は全日 100％である。 

水環境 
・主な河川として、事業実施想定区域及びその周囲には、一級河川である田代川、

江合川及び長崎川、普通河川である桧沢、赤這沢等が流れている。 

その他 

の環境 

・事業実施想定区域は主に山地及び丘陵地の土壌のうち黒ボク土壌、褐色森林土、

厚層黒ボク土壌等からなっている。 

・事業実施想定区域の地形分類は主に山地、火砕物台地、丘陵地、火山灰台地等

からなっている。 

・事業実施想定区域内における重要な地形は、「日本の典型地形」によると「鬼首

カルデラ」及び「旧六角牧場－上原一帯」がある。また「第 3 回自然環境保全

基礎調査自然環境情報図」によると「鬼首カルデラ」がある。 

動 物 

植 物 

生態系 

・事業実施想定区域及びその周囲における、動物の重要な種は、哺乳類 7種、鳥類 36

種、両生類 6種、昆虫類 53種、魚類 11種及び底生動物 1種が確認された。 

・事業実施想定区域の植生は、主に「ブナクラス域代償植生」のコナラ群落（Ⅴ）、「植

林地」のスギ・ヒノキ・サワラ植林、「耕作地植生」の牧草地が広がり、一部に「ブ

ナクラス域自然植生」のハルニレ群落、ケヤキ群落（ⅠⅤ）、「ブナクラス域代償植

生」のアカマツ群落(Ⅴ)、ススキ群団(Ⅴ)、伐採跡地群落(Ⅴ)、「植林地、耕作地植

生」のアカマツ植林、カラマツ植林が分布している。 

・事業実施想定区域及びその周囲における植物の重要な種は 59 科 183 種確認され、

重要な群落については 49群落が確認されている。 

・事業実施想定区域及びその周囲における重要な自然環境のまとまりの場として、自

然植生、自然公園、保安林、鳥獣保護区、特定植物群落、巨樹・巨木林、重要野鳥

生息地（IBA）、生物多様性の保全の鍵になる重要な地域（KBA）、県自然環境保全地

域が分布している。 

景 観 

人と自然と

の触れ合い

の活動の場 

・事業実施想定区域及びその周囲における主要な眺望点として、「大土ヶ森」、「花山

湖（展望台）」、「鳴子峡」等が存在する。 

・事業実施想定区域及びその周囲における人と自然との触れ合いの活動の場として、

「宮城県こもれびの森 森林科学館」、「鳴子ダム（荒雄湖）」、「ふるさと緑の道コー

ス 7」等がある。 

放射性物質 
・事業実施想定区域の最寄りの空間放射線量率測定地点である「黒崎生活改善センタ

ー」における令和元年度の空間放射線量率の年平均値は 0.063μSv/hである。 
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表 3-2 関係法令等による規制状況のまとめ 

区分 法令等 地域地区等の名称 

指定等の有無 

栗原市 大崎市 

事業実施想

定区域及び 

その周囲 

事業実施 

想定区域 

土
地 

国土利用計画法 

都市地域 ○ ○ ○ × 

農業地域 ○ ○ ○ × 

森林地域 ○ ○ ○ ○ 

農業振興地域の整備に関する法律 農用地区域 ○ ○ ○ × 

都市計画法 都市計画用途地域 ○ ○ × × 

公
害
防
止 

環境基本法 
騒音類型指定 ○ ○ × × 

水質類型指定 ○ ○ ○ ○ 

騒音規制法 規制地域 ○ ○ × × 

振動規制法 規制地域 ○ ○ × × 

水質汚濁防止法 指定地域 × × × × 

悪臭防止法 規制地域 ○ ○ ○ ○ 

土壌汚染対策法 
要措置区域 × × × × 

形質変更時要届出区域 ○ ○ × × 

工業用水法及び建築物用地下水の採取

の規制に関する法律 
規制地域 × × × × 

自
然
保
護 

自然公園法 

国立公園 × × × × 

国定公園 ○ ○ ○ × 

県立自然公園 × × × × 

自然環境保全法 
自然環境保全地域 × × × × 

県自然環境保全地域 ○ ○ ○ × 

世界の文化遺産及び自然遺産の保護に

関する条約 
自然遺産 × × × × 

都市緑地法 緑地保全地域 × × × × 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正

化に関する法律 
鳥獣保護区 ○ ○ ○ ○ 

絶滅のおそれのある野生動植物の種の

保存に関する法律 
生息地等保護区 × × × × 

特に水鳥の生息地として国際的に重要

な湿地に関する条約 

特に水鳥の生息地として

国際的に重要な湿地 
○ ○ × × 

ふるさと宮城の水循環保全条例 水道水源特定保全地域 ○ ○ ○ ○ 

文
化
財 

文化財保護法等 

国指定史跡・名勝・天然

記念物・重要文化的景観 
○※ ○※ ○※ ○※ 

県指定史跡・名勝・天然

記念物 
○ ○ × × 

市指定史跡・名勝・天然

記念物 
○ ○ × × 

周知の埋蔵文化財包蔵地 ○ ○ ○ × 

景
観 

景観法 景観計画区域 × × × × 

都市計画法 風致地区 × ○ ○ × 

国
土
防
災 

森林法 保安林 ○ ○ ○ ○ 

砂防法 砂防指定地 ○ ○ ○ × 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関

する法律 
急傾斜地崩壊危険区域 ○ ○ ○ × 

地すべり等防止法 地すべり防止区域 ○ ○ ○ × 

土砂災害警戒区域等における土砂災害

防止対策等の推進に関する法律 

土砂災害警戒区域及び 

土砂災害特別警戒区域 
○ ○ ○ × 

注：1．○；指定あり、☓；指定なし 

2．※は、所在地が地域を定めず指定したものの種の指定を含むことを示す。 
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第4章 第一種事業に係る計画段階配慮事項に関する調査、予測及び評価の結果 

4.1 計画段階配慮事項の選定の結果 

4.1.1 計画段階配慮事項の選定 

本事業に係る環境の保全のために配慮すべき事項（以下「計画段階配慮事項」という。）に

ついては、「発電所の設置又は変更の工事の事業に係る計画段階配慮事項の選定並びに当該計

画段階配慮事項に係る調査、予測及び評価の手法に関する指針、環境影響評価の項目並びに

当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手法を選定するための指針並びに

環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令」（平成 10年通商産業省令第 54号、最

終改正：令和 2年 3月 18日）（以下「発電所アセス省令」という。）の別表第 6においてその

影響を受けるおそれがあるとされる環境要素に係る項目（以下「参考項目」という。）を勘案

しつつ、本事業の事業特性及び地域特性を踏まえ、表 4.1-1 のとおり重大な影響のおそれの

ある環境要素を選定した。 

「計画段階配慮手続に係る技術ガイド」（環境省計画段階配慮技術手法に関する検討会、平

成 25 年）において、「計画熟度が低い段階では、工事の内容や期間が決定していないため予

測評価が実施できない場合もある。このような場合には、計画熟度が高まった段階で検討の

対象とすることが望ましい。」とされている。 

本配慮書においては、工事中の影響を検討するための工事計画等まで決まるような熟度に

ないものの、方法書以降の手続きにおいて実行可能な環境保全措置を検討することにより環

境影響の回避又は低減が可能であると考え、工事の実施による重大な環境影響を対象としな

いこととした。なお、方法書以降の手続きにおいては「工事用資材等の搬出入、建設機械の

稼働及び造成等の施工による一時的な影響」に係る環境影響評価を実施する。 
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表 4.1-1 計画段階配慮事項の選定 

影 響 要 因 の 区 分 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 要 素 の 区 分 
 

工事の実施 
土地又は工
作物の存在
及び供用 

工
事
用
資
材
等
の
搬
出
入 

建
設
機
械
の
稼
働 

造
成
等
の
施
工
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

地
形
改
変
及
び
施
設
の
存
在 

施
設
の
稼
働 

環境の自然的構成要

素の良好な状態の保

持を旨として調査、予

測及び評価されるべ

き環境要素 

大気環境 

大気質 
窒素酸化物      

粉じん等      

騒音及び 

超低周波音 
騒音及び超低周波音     ○ 

振 動 振 動      

水環境 
水 質 水の濁り      

底 質 有害物質      

その他の

環境 

地形及び地

質 
重要な地形及び地質    ○ 

 

その他 風車の影     ○ 

生物の多様性の確保

及び自然環境の体系

的保全を旨として調

査、予測及び評価され

るべき環境要素 

動 物 

重要な種及び注目すべき生息

地（海域に生息するものを除

く。） 

   ○ 

海域に生息する動物      

植 物 

重要な種及び重要な群落（海

域に生育するものを除く。） 

   ○ 

 

海域に生育する植物      

生態系 地域を特徴づける生態系    ○ 

人と自然との豊かな

触れ合いの確保を旨

として調査、予測及び

評価されるべき環境

要素 

景 観 
主要な眺望点及び景観資源並

びに主要な眺望景観 

   ○ 

 

人と自然との触れ合いの

活動の場 

主要な人と自然との触れ合い

の活動の場 

     

環境への負荷の量の

程度により予測及び

評価されるべき環境

要素 

廃棄物等 
産業廃棄物      

残土    

  

一般環境中の放射性

物質について調査、予

測及び評価されるべ

き環境要素 

放射線の量 放射線の量    

  

注：1.        は、「発電所アセス省令」第 21条第 1項第 6号に定める「風力発電所 別表第 6」に示す参考項目で

あり、    は、同省令第 26条の 2第 1項に定める「別表第 13」に示す放射性物質に係る参考項目であ

る。 

2.「○」は、計画段階配慮事項として選定した項目を示す。  
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4.2 調査、予測及び評価の手法 

選定した計画段階配慮事項に係る調査、予測及び評価の手法は表 4.2-1のとおりである。 

 

表 4.2-1(1) 調査、予測及び評価の手法 

環境要素の区分 調査手法 予測手法 評価手法 

大

気

環

境 

騒 音 及

び 超 低

周 波 音 

騒 音 及 び 

超 低 周 波 音 

配慮が特に必要な施
設等の状況を文献そ
の他の資料により調
査した。また、騒音に
係る環境基準の類型
指定の状況について
も調査した。 

事業実施想定区域と配慮が
特に必要な施設等との位置
関係（最短距離）を整理し、
事業実施想定区域（既存道路
の拡幅等をする可能性のあ
る範囲を除く。）から 2.0km
※1の範囲について 0.5km間隔
で配慮が特に必要な施設等
の戸数を整理した。 

予測結果を基に、施設の稼
働に伴う騒音及び超低周
波音による重大な影響が
実行可能な範囲内ででき
る限り回避又は低減され
ているかを評価した。 

そ

の

他

の

環

境 

地形及

び地質 

重要な地形

及 び 地 質 

重要な地形及び地質
の分布状況及び特性
を文献その他の資料
により調査した。 

事業実施想定区域と重要な
地形及び地質の分布との位
置関係の重ね合わせにより、
直接的な改変の有無及び想
定される改変の可能性があ
る面積の程度を整理した。 

予測結果を基に、重大な影
響が実行可能な範囲内で
できる限り回避又は低減
されているかを評価した。 

その他 風 車 の 影 配慮が特に必要な施
設等の状況を文献そ
の他の資料により調
査した。 

事業実施想定区域と配慮が
特に必要な施設等との位置
関係（最短距離）を整理し、
事業実施想定区域（既存道路
の拡幅等をする可能性のあ
る範囲を除く。）から 2.0km
※2の範囲について 0.5km間隔
で配慮が特に必要な施設等
の戸数を整理した。 

予測結果を基に、施設の稼
働に伴う風車の影による
重大な影響が実行可能な
範囲内でできる限り回避
又は低減されているかを
評価した。 

動  物 重要な種及び

注目すべき生

息地（海域に生

息するものを

除く。） 

動物の重要な種の生

息状況及び注目すべ

き生息地の分布状況

について、文献その他

の資料及び専門家等

へのヒアリングによ

り調査した。 

事業実施想定区域と重要な

種の生息環境及び注目すべ

き生息地の重ね合わせによ

り、直接的な改変の有無によ

る生息環境の変化及び施設

の稼働に伴う影響を整理し

た。 

予測結果を基に、重大な影

響が実行可能な範囲内で

できる限り回避、又は低減

されているかを評価した。 

 

  

 
※1「風力発電所の環境影響評価のポイントと参考事例」（環境省総合環境政策局、平成 25年）によると、国内の先行

実施モデル事業における検討事例において、2.0km以内に存在する影響対象（住宅等）を 500mごとに整理する予

測方法が採用されている。また、「風力発電施設から発生する騒音等への対応について」（風力発電施設から発

生する騒音等の評価手法に関する検討会、平成 28年）によると、住居等、風車騒音により人の生活環境に環境影

響を与えるおそれがある地域に関して、「発電所アセス省令では、発電所一般において環境影響を受ける範囲で

あると認められる地域は、事業実施想定区域及びその周囲 1kmの範囲内としている。」と記載されている。 

以上を踏まえ、配慮書段階では安全側として 2.0kmの範囲を設定した。 
※2「風力発電所の環境影響評価のポイントと参考事例」（環境省総合環境政策局、平成 25年）における、海外のア

セス事例の予測範囲より最大値を設定した。 
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表 4.2-1(2) 調査、予測及び評価の手法 

環境要素の区分 調査手法 予測手法 評価手法 

植  物 重要な種及び 

重 要 な 群 落 

（海域に生育する

ものを除く。） 

植物の重要な種、重

要な植物群落及び

巨樹・巨木林等の分

布状況について、文

献その他の資料及

び専門家等へのヒ

アリングにより調

査した。 

事業実施想定区域と重要な種

の生育環境、重要な植物群落

及び巨樹・巨木林の重ね合わ

せにより、直接的な改変の有

無による生育環境の変化に伴

う影響を整理した。 

予測結果を基に、重大な

影響が実行可能な範囲

内でできる限り回避又

は低減されているかを

評価した。 

生 態 系 地域を特徴づ

け る 生 態 系 
重要な自然環境の

まとまりの場の分

布状況について、文

献その他の資料に

より調査した。 

事業実施想定区域と重要な自

然環境のまとまりの場の重ね

合わせにより、直接的な改変

の有無及び施設の稼働に伴う

影響を整理した。 

予測結果を基に、重大な

影響が実行可能な範囲

内でできる限り回避又

は低減されているかを

評価した。 

景  観 主要な眺望点
及び景観資源
並びに主要な
眺 望 景 観 

主要な眺望点及び
景観資源の状況に
ついて、文献その他
の資料により調査
した。 

①主要な眺望点及び景観資源
への直接的な影響 
地形改変及び施設の存在に

伴う主要な眺望点及び景観資
源への影響について、事業実
施想定区域との位置関係より
直接改変の有無を予測した。 
 
②主要な眺望景観への影響 
a．風力発電機の介在の可能性 
主要な眺望点、景観資源及

び事業実施想定区域（既存道
路の拡幅等をする可能性のあ
る範囲を除く。）の位置関係を
基に、主要な眺望景観への風
力発電機の介在の可能性を予
測した。 
b．主要な眺望点からの風力発
電機の視認可能性 
主要な眺望点の周囲につい

て、メッシュ標高データを用
いた数値地形モデルによるコ
ンピュータ解析を行い、風力
発電機が視認される可能性の
ある領域を可視領域として予
測した。 
c．主要な眺望点からの風力発
電機の見えの大きさ 
主要な眺望点と事業実施想

定区域（既存道路の拡幅等を
する可能性のある範囲を除
く。）の最寄り地点までの最短
距離を基に、風力発電機の見
えの大きさ（垂直視野角）につ
いて予測した。 

予測結果を基に、地形改
変及び施設の存在が主
要な眺望点及び景観資
源並びに主要な眺望景
観に与える重大な環境
影響の回避又は低減が
将来的に可能であるか
を評価した。 
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4.3 調査、予測及び評価の結果 

選定した計画段階配慮事項に係る調査及び予測の結果は表 4.3-1のとおりである。 

 

表 4.3-1(1) 調査及び予測の結果（概要） 

環境要素 調査結果（概要） 予測結果（概要） 

騒音及び 
超低周波音 

事業実施想定区域及びその周囲における配慮
が特に必要な施設等の位置は図 4.3-1 のとおり
である。 
配慮が特に必要な施設等は事業実施想定区域

の周囲に分布するが、事業実施想定区域には存
在しない。 
なお、事業実施想定区域及びその周囲は、騒音

に係る環境基準の類型を当てはめる地域に指定
されていない。 

事業実施想定域（既存道路の拡幅等をする可能性
のある範囲を除く。）と配慮が特に必要な施設等との
位置関係は、図 4.3-2のとおりである。 
事業実施想定区域（既存道路の拡幅等をする可能

性のある範囲を除く。）から、配慮が特に必要な施設
等までの最短距離は、住宅等は約 1.4km、住宅等以外
は約 2.1kmである。 

重要な地形及
び地質 

事業実施想定区域及びその周囲における重
要な地形及び地質の位置は図 4.3-3のとおりで
あり、事業実施想定区域内には「鬼首カルデラ」
及び「旧六角牧場－上原一帯」が分布している。 

事業実施想定区域と重要な地形及び地質におい
て、「鬼首カルデラ」の面積は 20,820.6ha、「旧六
角牧場－上原一帯」の面積は 1,539.1ha であり、そ
のうち事業実施想定区域との重複面積は「鬼首カル
デラ」で 38.6ha、「旧六角牧場－上原一帯」で 68.4ha
である。また、重要な地形及び地質の全体面積に対す
る重複面積の割合は、「鬼首カルデラ」で 0.2％、「旧
六角牧場－上原一帯」で 4.4％である。 

風車の影 

事業実施想定区域及びその周囲における配
慮が特に必要な施設等の位置は図 4.3-1のとお
りである。 
配慮が特に必要な施設は事業実施想定区域

の周囲に分布するが、事業実施想定区域内には
存在しない。 

事業実施想定域（既存道路の拡幅等をする可能性
のある範囲を除く。）と配慮が特に必要な施設等との
位置関係は、図 4.3-2のとおりである。 
事業実施想定区域（既存道路の拡幅等をする可能

性のある範囲を除く。）から、配慮が特に必要な施設
等までの最短距離は、住宅等は約 1.4km、住宅等以外
は約 2.1kmである。 

動 物 

①重要な種の分布状況 
重要種は、事業実施想定区域及びその周囲に

おいて哺乳類 7 種、鳥類 36 種、両生類 6 種、
昆虫類 53種、魚類 11種及び底生動物 1種の合
計 114種である。 
②注目すべき生息地 
動物の注目すべき生息地の位置は図 4.3-4の

とおりである。 
事業実施想定区域の位置する栗原市及び大

崎市では、国指定の「沢辺ゲンジボタル発生
地」、「伊豆沼・内沼の鳥類およびその生息地」、
栗原市指定の「淀ヶ沢溜池の「テツギョ」」、
大崎市指定の「シナイモツゴ」がそれぞれ天然
記念物に指定されているが、事業実施想定区域
及びその周囲にはない。 
事業実施想定区域及びその周囲には、鳥獣保

護区 4か所と重要野鳥生息地（IBA）の「栗駒・
焼石」、生物多様性の保全の鍵になる重要な地
域（KBA）の「栗駒」、県自然環境保全地域の「一
桧山・田代」が存在する。事業実施想定区域に
は、一桧山及び六角牧場鳥獣保護区の一部が含
まれている。重要野鳥生息地（IBA）及び生物多
様性の保全の鍵になる重要な地域（KBA）及び県
自然環境保全地域の分布状況は、事業実施想定
区域に近接するものの、事業実施想定区域には
含まれていない。 
③専門家等へのヒアリング 
ヒアリングの結果、事業実施想定区域及びそ

の周囲に生息する種及び注目すべき生息地に
ついて、表 4.3-2の情報が得られた。 

①重要な種の分布状況 
文献その他の資料による現存植生図と事業実施想

定区域との重ね合わせを行った結果は、図 4.3-5、現
存植生図の凡例は表 4.3-3のとおりである。 
事業実施想定区域には、主に「ブナクラス域代償植

生」のコナラ群落（Ⅴ）、「植林地」のスギ・ヒノキ・
サワラ植林、「耕作地植生」の牧草地が広がり、一部
に「ブナクラス域自然植生」のハルニレ群落、ケヤキ
群落（ⅠⅤ）、「ブナクラス域代償植生」のアカマツ
群落、ススキ群団、「植林地」のアカマツ植林、カラ
マツ植林等が分布している。 
事業実施想定区域の環境は、主に樹林環境と草地

環境となっている。 
このような植生の分布状況を踏まえ、直接改変に

よる生息環境の変化に伴う植物の重要な種に対する
影響を予測した。予測結果は表 4.3-4 のとおりであ
る。 
②注目すべき生息地 
植生の分布状況を踏まえ、改変に伴う動物の注目

すべき生息地に対する影響を予測した。 
事業実施想定区域の周囲には、鳥獣保護区 4 か所

と重要野鳥生息地（IBA）の「栗駒・焼石」、生物多
様性の保全の鍵になる重要な地域（KBA）の「栗駒」、
県自然環境保全地域の「一桧山・田代」が存在する。
重要野鳥生息地（IBA）、生物多様性の保全の鍵にな
る重要な地域（KBA）及び県自然環境保全地域は事業
実施想定区域には含まれていないが、鳥獣保護区の
一部が含まれている。鳥獣保護区については、事業実
施想定区域に一部が含まれ、改変される可能性があ
ることから改変に伴う影響が生じる可能性があると
予測する。 
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表 4.3-1(2) 調査及び予測の結果（概要） 

  

 
※1 坂上清一（2001）ススキ草地植生の長期的傾向：20年間の野外観測．日本草地学会誌 47：430-435． 

※2 小倉振一郎（2016）川渡ススキ草地における長期草地動態研究．日本草地学会誌 62(2)：87-90． 

環境要素 調査結果（概要） 予測結果（概要） 

植 物 

①重要な種の分布状況 
文献その他の資料により確認された重要種

は、59科 183種である。 
②重要な群落 
文献その他の資料により確認された重要な

植物群落は、図 4.3-6のとおり「浅布峡谷のア
カシデ林」、「一桧山の植物群落」、「片山地
獄地域の硫気孔荒原植物群落」、「田代のハル
ニレ林」、「六角のススキ草原」、「花淵山の
アカシデ林」の 6件の希少な植物群落及び特定
植物群落が指定されている。 
事業実施想定区域には、植生自然度 9のハル

ニレ群落、ケヤキ群落（ⅠⅤ）が存在し、特定
植物群落である「六角のススキ草原」が存在す
る。 
③ 巨樹・巨木林・天然記念物 
事業実施想定区域及びその周囲における巨

樹・巨木林が 5件分布しているが、事業実施想
定区域内には存在しない。 
また、事業実施想定区域及びその周囲には、

植物に係る天然記念物も存在しない。 
④専門家等へのヒアリング 
専門家等へのヒアリングの結果、事業実施想

定区域及びその周囲に生育する重要な植物及
び重要な群落について、表 4.3-5の情報が得ら
れた。また、有識者 E同行のもと、現地のスス
キ草原の視察を実施したところ、特定植物群落
の「六角のススキ草原」内にあった草地のほぼ
すべてが牧草地へと転換されていること、並び
に、現在、唯一継続的に刈り取りがなされてい
る場所（ススキ草原の長期動態研究の試験地内
の一部が刈り取り区となっており、ススキ草原
が維持されている。東北大学川渡農場北山地区
大尺野草試験地の範囲及び刈り取り区の位置
を図 4.3-7に示す。刈り取り区以外には放任区、
放牧区が設定されている。1982年から調査が行
われており、刈り取り区以外の試験区は樹林化
している※1、※2）を把握した。有識者 Eのコメン
トにあるとおり、刈り取り区を含めたススキ草
原の長期動態研究の試験地は改変を回避する
方針で、今後の事業計画を検討していく予定で
ある。 

①重要な種の分布状況 
文献その他の資料による現存植生図と事業実施想

定区域との重ね合わせを行った結果は、図 4.3-5、現
存植生図の凡例は表 4.3-3のとおりである。主に「ブ
ナクラス域代償植生」のコナラ群落（Ⅴ）、「植林地」
のスギ・ヒノキ・サワラ植林、「耕作地植生」の牧草
地が広がり、一部に「ブナクラス域自然植生」のハル
ニレ群落、ケヤキ群落（ⅠⅤ）、「ブナクラス域代償
植生」のアカマツ群落（Ⅴ）、ススキ群団（Ⅴ）、「植
林地」のアカマツ植林、カラマツ植林等が分布してい
る。 
事業実施想定区域の環境は、主に樹林環境と草地

環境となっている。 
このような植生の分布状況を踏まえ、直接改変に

よる生育環境の変化に伴う植物の重要な種に対する
影響を予測した。予測結果は表 4.3-6 のとおりであ
る。 
②重要な群落 
事業実施想定区域及びその周囲における重要な植

物群落としては、6件が存在している。このうち、「六
角のススキ草原」が事業実施想定区域に存在してい
る。「六角のススキ草原」は、現地視察の結果からほ
ぼすべてが牧草地へと転換されている状況ではある
が、施設の配置など事業の計画によっては、一部が改
変されることにより事業実施による、影響が生じる
可能性があると予測する。 
また、植生自然度 9 の群落についても、事業実施

想定区域に存在し、その一部が改変される可能性が
あることから、生育環境の変化に伴う影響が生じる
可能性があると予測する。 
③ 巨樹・巨木林・天然記念物 
巨樹・巨木林、植物に係る天然記念物は、事業実施

想定区域に存在しないことから、改変による影響は
ないものと予測する。 

生態系 

文献その他の資料から、重要な自然環境のま
とまりの場の状況を抽出した。これらの分布状
況等は、図 4.3-8のとおりである。 

重要な自然環境のまとまりの場と事業実施想定区
域の位置関係は、図 4.3-8のとおりである。 
植生自然度 9 に相当する自然植生、保安林、鳥獣

保護区及び特定植物群落の「六角のススキ草原」が事
業実施想定区域に存在することから、施設の配置な
どの事業計画によっては、その一部が改変される可
能性があり、面積の減少による影響が生じる可能性
があると予測する。 
また、特定植物群落の「六角のススキ草原」は、そ

の分布範囲が事業実施想定区域内に重なっている。
一方で、刈り取り等が継続的に行われているススキ
草原（図 4.3-7）は、事業実施想定区域との重なりは
ほとんどないことから、現地調査を実施しその分布
範囲を明らかにした上で、影響を回避又は極力低減
できるよう事業計画を検討していく必要がある。 
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表 4.3-1(3) 調査及び予測の結果（概要） 

 

  

環境要素 調査結果（概要） 予測結果（概要） 

景 観 

文献その他の資料調査結果を踏まえ、主要な
眺望点及び景観資源を抽出した。 
事業実施想定区域の周囲における主要な眺

望点及び主眺望方向は図 4.3-9、景観資源は、
図 4.3-10主要な眺望景観は図 4.3-11のとおり
である。 

①主要な眺望点及び景観資源への直接的な影響 
主要な眺望点について、いずれも事業実施想定区

域に含まれないため、直接的な改変は生じないと予
測する。 
景観資源について、「⑨鬼首カルデラ」以外はいず

れも事業実施想定区域に含まれないため、直接的な
改変は生じないと予測する。「⑨鬼首カルデラ」につ
いては、一部事業実施想定区域に含まれると予測す
る。 
②主要な眺望景観への影響 
主要な眺望景観の状況については図 4.3-11のとお

りである。 
主要な眺望点の周囲の可視領域は、図 4.3-12のと

おりであり、「3.花山湖（展望台）」、「7.鳴子峡」
及び「9.荒雄湖畔公園」以外の主要な眺望点から風力
発電機が視認される可能性があると予測する。 
主要な眺望点からの風力発電機の見えの大きさの

予測結果は表 4.3-7のとおりである。 
事業実施想定区域（既存道路の拡幅等をする可能

性のある範囲を除く。）の最も近くに位置する「5.川
渡温泉湯沢川堤防」までの距離は約 3.6km で、風力
発電機の見えの大きさ（最大垂直視野角）は約 3.2度
である。 
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図 4.3-1 事業実施想定区域及びその周囲における配慮が特に必要な施設等の位置  

「学部・大学院・附置研究所等」（東北大学 HP、閲
覧：令和 2年 5月） 
「病院・医院の案内」（大崎市医師会 HP、閲覧：令
和 2年 5月） 
「宮城県社会福祉施設等一覧」（宮城県 HP、閲覧：
令和 2年 5月） 

「ゼンリン住宅地図 201810宮城県大崎市、201901

宮城県栗原市」（株式会社ゼンリン） 

より作成 
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図 4.3-2 事業実施想定区域と配慮が特に必要な施設等との位置関係  

注：図に示す情報の出典は、図 4.3-1と同様

である。 
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図 4.3-3(1) 重要な地形・地質の状況（日本の地形レッドデータブック選定地形及び典型地形）  

「日本の地形レッドデータブック第 1 集」（日

本の地形レッドデータブック作成委員会、平成

12年）、「日本の典型地形」（(財)日本地図セ

ンター、平成 11年）        より作成 
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図 4.3-3(2) 重要な地形・地質の状況（自然景観資源）  

「第 3回自然環境保全基礎調査 自然環境情

報図」（環境庁、平成元年） 

より作成 
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図 4.3-4(1) 動物の注目すべき生息地  

「令和元年度鳥獣保護区等位置図」（宮城県 HP、閲覧：
令和 2年 5月）、「重要野鳥生息地（IBA）」（日本野鳥
の会 HP、閲覧：令和 2年 5月）、「生物多様性の保全の

鍵になる重要な地域（KBA）」（コンサベーション・イン
ターナショナル・ジャパン HP、閲覧：令和 2年 5月）、
「県自然環境保全地域・緑地環境保全地域の指定状況」

（宮城県 HP、閲覧：令和 2年 5月） 
                    より作成 


